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1.はじめに

　大量生産・大量消費・大量廃棄に特徴づけられた20世

紀末の経済社会システムから、より持続可能な生産・消費

形態への転換の必要性が指摘されている。地球温暖化問題

は、地球環境が人間活動の排出物の吸収源として有限であ

ることを示唆するものであるが、一方、資源の採取に伴う

環境変化や、資源価格の高騰を通じて、資源の供給源とし

ての地球環境の有限性に対する関心も高まりつつある。資

源の管理や効率的利用に関する国際活動が、OECD、

UNEP等において展開されてきたが、2007年秋にはこの

分野の国際会議が相次いで開催された。本稿では、こうし

た国際活動と日本との関わりの経緯を紹介するとともに、

先般設立された持続可能な資源管理に関する国際パネル（以

下、資源パネルと略記）の概要について紹介する。

2.物質フローと資源生産性に関する国際活動の発展

　筆者が物質フロー分析に本格的に関わるようになったの

は、1995年11月に、ドイツのヴッパタール研究所で開

催された持続可能な発展の指標に関する国際会議に出席し

たことが契機である。当時のワイツゼッカー所長はファク

ター4、シュミットブレーク副所長はファクター10の提唱

者として知られ、持続可能な発展のためには、同じ豊かさ

を得るための資源消費量を4～10倍効率化することが必要

という野心的な考え方を提案していた。

　この国際会議への各国専門家の出席を機に、先進国の経

済活動に伴う物質フローの分析に関する日米欧の国際共同

研究が始まり、90年代後半に進められた研究の成果は世

界資源研究所(WRI)から1997年、2000年に出版された。

また、この時期には、欧州を中心とする統計やシステム分

析の専門家ネットワークであるConAccount、米国を中心

に研究の組織化が進み、国際学会として発足する産業エコ

ロジーなどの分野で、物質フロー分析の研究が盛んになっ

た。従来の環境問題では、少量でも環境影響の大きい物質

に着目されることが多かったが、それに加えて、物質が大

量に生産・消費・廃棄される工業化社会の全体像を物量面

からとらえる分析が盛んになった。

3.OECDにおける取り組みとG8、日本との関わり

　こうした研究の進展と呼応して、OECD（経済協力開発

機構）においても、日本と米国の提案をもとに、物質フロ

ー分析に関する国際セミナーが2000年に開催された。こ

の年はわが国では循環型社会形成推進基本法（循環基本法）

が制定されるなど、循環型社会元年と呼ばれる。循環基本

法に基づき、2003年に閣議決定された循環型社会形成推

進基本計画には、上記の国際活動の成果を参考に、物質フ

ロー分析に基づく指標と数値目標が導入された。これを踏

まえ、日本は2003年5月のG8環境大臣会合において物質
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フロー分析の国際共同活動を提案して支持を得た。G8サ

ミットで採択されたG8科学技術行動計画により、OECD

がその活動の推進役を担うこととされた。OECDは2004

年春には物質フローと資源生産性に関する理事会勧告を採

択し、資源の効率的利用のための物質フロー分析の手法開

発と政策利用を加盟国に促すとともに、加盟国の支援のた

めのガイダンスマニュアルの作成など、3年間を一区切り

とする活動に着手した。2004年～2006年の3カ年、毎

年欧州でワークショップが開催され、最新の情報交換が進

むとともに、先導的活動を展開してきた加盟国からの情報

等をもとに、ガイダンス文書の作成が進められた。2007

年9月には、東京において、物質フローと資源生産性に関

するOECD/日本セミナーが開催され、ガイダンス文書の

ほぼ最終案が提示されるとともに、3年余りの間の活動の

進展が確認された。

　OECDのこれまでの活動では、物質フロー分析を資源生

産性の計測指標として利用することに重点がおかれてきた

が、今後さらに検討を進めるべき課題として、貿易に伴う

物質フローの解明や、とくに資源採掘段階など、物質フロ

ーに伴う環境影響の評価といった分野の知見を蓄積すべき

ことが議論された。ガイダンス文書では、物質フロー分析

を広義にとらえており、LCAや環境産業連関分析も、物質

フローに関連する手法群として位置づけられている。

　また、この9月のOECDのセミナーと連続して、UNEP

の資源効率と環境に関する国際ワークショップが開催され

たが、このUNEPのワークショップは次に述べる資源パネ

ルの準備会合の一つとしての役割を担っていた。なお、

G8において、日本政府は上記の2003年の物質フロー分

析に関する提案に続き、2004年のシーアイランドサミッ

トにおいては、3Rイニシャティブを提唱した。これら一

連の提案は、廃棄物問題を端緒として、資源の効率的・循

環的利用により、天然資源の消費抑制と環境負荷の低減を

図るという循環型社会の考え方を、世界に広める狙いで進

められたものであろう。

4.欧州委員会の分野別戦略と資源パネルの提案、

　設立準備

　EUは第6次環境行動計画（期間：2002～2012年）の

もとで、大気汚染、 海洋環境の保護・保全、天然資源の持

続可能な利用、廃棄物発生抑制・リサイクル、都市環境、

農薬の持続可能な利用、土壌の7分野について、各々分野

別戦略の策定を進めてきた。2005年12月に策定された

天然資源の持続可能な利用に関する戦略において、4つの

イニシャティブとして、1)資源利用とその環境影響に関す

る知的基盤向上のためのデータセンター、2)進捗の計測の

ための指標開発、3)加盟国の高級フォーラム、とともに、

4)天然資源の持続可能な利用に関する国際パネルの設置、

を提案していた。こうした国際パネルの設置については、

2005年4月の東京における3Rイニシャティブ関係閣僚会

議でも既に言及されていた。

　資源パネルの設立提案はEUからなされたものであるが、

全世界的な参加を求めるべく、UNEPに当面の事務局の役

割が委ねられ、2006年秋頃からパネルの設立準備が本格

的に進められた。2006年12月には、ベルギーのブリュ

ッセルにおいて準備会合が開かれ、これと連続してブリュ

ージュにおいて関連する研究会合が開催された。当初、設

立会合は2007年初夏に計画されていたが、十分な準備期

間をとるため、2007年11月に開催することが決定された。

なお、事務局はUNEPのDTIE（技術産業経済局）であり、

LCA分野の国際的活動であるライフサイクルイニシャティ

ブを推進してきたのと同じ部門が担当している。

5.資源パネルの概要

　資源パネルの名称は最終的にInternational Panel for 

Sustainable Resource Management（略称 

Resource Panel)と決定され、2007年11月8日～9日

に、ハンガリーのブダペストにおいて、World Science 

Forumと開催時期を合わせる形で設立会合が開催された。

共同議長として、上述のワイツゼッカー博士（元ヴッパタ

ール研究所長、現在カリフォルニア大学サンタバーバラ校

教授）とセラゲルディン博士（元世界銀行副総裁、現在ア

レクサンドリア図書館長）が就任した。パネルの発足時の

メンバーは20名程度とされ、先進国と発展途上国、性別、

専門分野などのバランスを考慮して選考が行われ、筆者も

その一人として設立会合に参加した。

　資源パネルの全体としての目的は、資源（再生可能資源、

非再生可能資源の両方）の消費によるライフサイクル全般

にわたる環境影響について、独立した科学的アセスメント

を提供するとともに、同定された環境影響を低減するため

の方策をより良く理解することに貢献することである。こ

JLCAニュース　No.45 LCA日本フォーラムLCA日本フォーラム2



れによって、資源効率の高い経済成長が世界的に促進され、

持続可能なイノベーションを促すとともに、経済成長と環

境悪化とをデ・カップルする（切り離す）という政策目標

に貢献することが期待される。

　このため、資源パネルの具体的なミッションとしては、

1)再生可能資源、非再生可能資源の利用、これに伴う持続

可能性への影響に関する情報収集を行うこと、2)資源消費

に伴う環境影響に関する科学的アセスメントと自然資源の

効率的な利用に関する政策的助言を提供すること、3)組織

化、社会的学習、国際的な知識交流を支援すること、の三

点が挙げられている。

　資源パネルの当面の検討課題としては、設立会合に提案

された5課題をもとに、一部の修正、追加が行われ、現時

点では以下の7課題に整理されている。

　1)デ・カップリングおよび資源生産性という概念の理解

　2)持続可能性の観点からみた製品・資源の優先度付け

　3)持続可能な管理の観点からみた地球規模の金属フロー

　　の科学的評価

　4)持続可能な管理の観点からみたバイオ燃料の科学的評

　　価

　5)持続可能な管理の観点からみた淡水資源の科学的評価

　6)持続可能な資源管理に関する組織形成と社会学習

　7)持続可能な資源管理とイノベーションのための概念的

　　枠組み

　現在、5月に開催予定の第2回パネル会合に向けて、各

課題の作業計画案の作成が進められており、パネル会合で

の審議を経て、本格的な作業の進め方が議論されるものと

想定している。

なお、資源パネルに関する情報は、UNEPのウエブサイト

で随時公開されているので参照いただきたい。

http://www.uneptie.org/pc/sustain/initiatives/reso

urcepanel/index.htm
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株式会社リーテム

代表取締役兼ＣＥＯ　中島　彰良

1.はじめに

　製品のライフサイクルは、資源→製造→使用→リサイクル（再

資源化）があってこそ健全な状態ではないでしょうか。

　ゴミ(廃棄物)が眼前から無くなればそれで終了としてきた時

代を終わらせ、リサイクルを製造や消費と同次元で捉えた循

環型社会を目指さねばなりません。

　その一つの方法として、LCAを用いリサイクル工場や廃棄

物ごとに一番適切なリサイクル行為を導き出し、より環境負

荷を低減するということが考えられます。

弊社は水戸工場の運営時の環境負荷を調査すべく2002～

2003年に工場全体のLCAデータ取得を行いました。当時は

車や家電の個々のデータ資料は存在しましたが、リサイクル

工場全体のLCAデータは無かった為、自ら取得することにし

ました。

　それを調査・分析することで工場のエネルギー使用量削減

に役立てることが出来ました。適切なリサイクル方法を見極

めながら、LCAを用いて環境負荷の一層の低減を図っています。

　また、東京工場建設に当たっては、業界で初めてであろう

リサイクル工場建設LCAを実施しております。

　当該LCA評価を用いて分析、比較することにより、定量的

にCO2等の発生量が評価できる為、より多くのリサイクル事

業においてCO2の発生抑制に役立つ事を望んでおります。

2.水戸工場のマテリアルフロー及びインベントリ

　水戸工場の運営時の環境負荷を調査するに当たり、水戸工

場のマテリアルフローと工程ごとのインベントリデータを作

成しました。

　処理工場はラインが左右だけではなく、上下にもあり、ポ

イント毎の計量の手間は大変なものがあります。マテリアル

フローでは水戸工場を P1、P2、IR、NF、C1の5つの工場

に分けその各工程を図に示しました。

　まず、目視でマテリアルバランスを判断し、マテリアル化

可能なプラスチック、フロン、蛍光灯、バッテリーなどを手

選別したのち、破砕機等により処理します。電炉や非鉄精錬

の原料を作るための処理であり、処理後の製品の品位を高く

することが求められます。マテリアル化を進めたため当社の

工場は両工場ともゼロエミッションです。尚、マテリアルフ

ローについてはかなり細かい為、図の「リーテム水戸工場の

簡易フロー」で分かり易く表現しております。インベントリ

データについては、P1工場の各工程を記載しました。

  結果として処理量１t当りのCO2排出量は、P2破砕が最も多

く、次いでP1破砕、IR切断の順になっております。工程ごと

の電力と燃料によるCO2総合排出量の割合では、P1の電力と

燃料で約8割弱を閉め、これを低減していくことに重点を置い

ております。　

LCAを用いたリサイクル工場のＣＯ２排出量低減への取り組み　

図1　リーテム水戸工場の簡易フロー

経済産業省産業技術環境局長賞



表2　P1-2　破砕のインベントリ

表1　P1-1　選別・解体のインベントリ
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表5　P1-5　アルミ選別のインベントリ

表3　P1-3　磁選のインベントリ

表4　P1-4　篩分のインベントリ
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図3　工程ごとの電力と燃料によるCO2総合排出量の割合

3.環境ビジネスにおける環境会計の試み

　LCAにおいて人件費等はその範疇に納めておりません。し

かしながらリサイクルの手法には手解体による場合も多数存

在し、中国や東南アジアではそれが主流です。

　そこに関連性を持たせるため、人件費を組み入れたコスト

を算出し併記しました。

　環境会計は、通常、企業内の目的基準による環境コストに

ついて定量化するものですが、事業がそのまま環境保全活動

となる環境ビジネスの場合は、活動基準による環境コストと

環境効果の把握・分類が当てはまります。

図4　環境会計への取り組み
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表8　東京工場建設におけるCO2排出量

　図5　LCCO2　REPORT

4.東京工場建設におけるCO2排出量

　弊社は東京工場の建設にあたり、リサイクル工場のライフ

サイクル、建設、運営、最後に解体されるまでのLCAデータを、

長い期間の作業ではありますが取得することにしました。リ

サイクルした場合とそうでない場合の環境負荷を見比べながら、

LCAを用いてより良い結論に繋げたいと思います。

　まず、建設にどれだけエネルギーを要したかを測定する建

設LCAを実施しました。「建設工事」「建設資材」「導入設備」

の3つの項目に分類し、それぞれのCO2排出量を求めました。

項目別では「建設資材」に係る量が54.6%と最も多く、次い

で「導入設備」の40.1%で、「建設工事」が5.3%と最も少

少なくなっています。

償却期間を考慮して算出した1年当りのＣＯ２発生量では、「導

入設備」に係る発生量が71.6%と多く、「建設資材」で

26.1%と順位が逆転します。これは、「建設資材」は建屋な

どに使用され、償却期間が50年と長いものが多いことに対し

て、「導入設備」は内訳が機械・電気関係であるため、償却

期間が15年と短いことによるものです。
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3.独自開発のデータベース

　東芝グループの事業領域は家電製品・デジタル機器などの

コンシューマ製品をはじめとして半導体などの部品産業、産

業機器や社会インフラ製品まで多岐に亘ります。それらの多

用な事業領域の中でＬＣＡを実践して行くには、バックグラ

ウンドデータとしての汎用的・実用的なデータベースが必要

でした。そこで着目したのが産業連関表によるインベントリ

分析です。東芝ではＬＣＡ導入期の1994年からデータベー

スの構築を行い、産業連関表の統計資料が更新される毎に85

年版、90年版、95年版、2000年版と更新を重ね、また、

算出インベントリもCO2に始まりSOx、NOx、BOD、COD

と順次拡張していき、最新の2000年版では30種類となりま

した。材料分類も生産統計などから金額按分で約400分類か

ら約4000分類へ細分化し、よりきめの細かいデータベース

となりました（図2）。

　一方で、国内の出荷額統計という産業連関表の性質上、輸

入素材の負荷が過小評価されることを克服するため、鉄鉱石、

アルミ地金、原油といった代表的な輸入材料9品目の海外プロ

セスを積み上げ法により分析し、その他は産業連関分析で求

めた環境負荷と合算するハイブリッド法により、輸入素材の

インベントリを適切に求めることができるようになりました（図

3）。

　このように、データベースは年々充実された結果、昨年、

世界中で多くのユーザーを持つオランダPre社のＬＣＡソフト

Simaproのオプションデータベースとしても採用され

（http://www.pre.nl/simapro/Toshiba-IOdata.htm）、

発売開始以来11年を迎えるEasy-LCAとともに、国内外で多

くの方に利用されています。

図2．ＬＣＡデータベースの特徴

• input-output tables: IO

– 2000 IO

– 400

– IO

– 4000

•

–

•

– CO2 30

, ,

, , , , , , , ,

, , ,

CO2, SOX, NOX, PM, HFC, HFC23, PFC, SF6

BOD, COD, SS, Total-N, Total-P

図3．輸入負荷を考慮したハイブリッド法の採用

• 9

• IO

IO

LPG LNG

,

日本
海外
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4.ＬＣＡの実践

　このような経緯で開発されたＬＣＡ簡易評価手法を用いて、

社内で多くのケーススタディや開発現場でのＬＣＡの実践を

行った結果の一例を紹介します（図4）。

　このように部品や製品の性質により、ライフサイクルでの

負荷割合が異なることがわかり、環境調和型製品の開発のポ

イントが個々で異なることがわかります。最近ではＬＣＡ評

価が困難とされていたＩＣＴソリューションのＬＣＡ事例や、

重電製品での活用事例など、社内の各部門の現場で実践され

ようになり、これまでに東芝グループ全製品群のうち約8割、

延べ約360機種にＬＣＡを適用しています。

図4．東芝製品のＬＣＡ結果の一例

0 50 100%

負荷割合*

*CO2排出比率またはLIME手法による被害金額比率
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5.東芝グループの環境経営

　東芝グループでは、製品・サービスのライフサイクルの視

点と、事業プロセス（製造段階）の視点の両面から環境経営

を捉えていますが、いずれもＬＣＡを基本ツールとしています。

そのメトリックは環境効率・ファクターとして表現しています。

東芝グループの環境経営は、環境効率の分母である環境影響

と分子である売上（価値）を総合的に評価するために3つの

統合化を行っています。一つ目は環境影響（分母）として、

ＬＩＭＥ(*1)を用いて環境被害金額として統合化していること

であり、2つ目は製品価値としてＱＦＤ(*2)で複数機能に重み

をつけ統合化していることであり、3つ目は事業プロセスの環

境効率と製品の環境効率を統合化していることです。図5に環

境影響の統合化のプロセスを示します。

　

HFC SOX,T-N,T-P CO2 NOX

Easy-LCA

LIME

図5．環境影響の統合化（環境効率の分母）のプロセス

＊1　LIME （日本版被害算定型影響評価手法） は、LCAプロジェクトを

　通じて(独)産業技術総合研究所（AIST）が開発したLCIA手法

＊2　QFD（品質機能展開）は、顧客の製品選択時における重要度に基づ

　いて製品の機能を統合化する体系的プロセス
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12.SI-LCA評価のグループ内への展開

　システム製品の環境配慮は、システム設計・構築の早い段

階で行なうことが重要です。そこで、グループ内の設計・開

発者やSEが、環境適合設計アセスメントとSI-LCA評価を実施

できるようにするために、以下の取組みを進めています。

 事業所・関連会社の環境業務担当メンバーで構成する委員

　 会での評価事例の紹介などによる評価の促進や、評価方法

　  の横展開、および評価計画の立案

実製品をサンプルとした評価演習や教育

研究所による評価支援と評価ツールの改良

13.まとめ

　システム製品導入による環境負荷低減への期待は益々高ま

ると考えています。そのために、環境負荷削減に貢献できる

システム製品の提供を拡大していきます。

　そのためには、SI-LCAの活用をグループ内に拡大する取組

みを進めるとともに、お客様との共同評価を実施して環境負

荷削減効果の把握をして、より環境負荷削減効果を大きくで

きる製品開発や使用方法への反映を行なっていきたいと考え

ています。また地球温暖化が進行するなか、全ての製品分野

で環境負荷の低減が求められていることから、今後は社会シ

ステムなどへもSI-LCA評価の展開を計画しています。

参考文献

１）日立グループCSR報告書2007

　　http://www.hitachi.co.jp/csr/download/index.html

2） 濱塚、西、谷、臼見：システム・サービス製品の環境影

　　響評価手法SI-LCAの開発と事例検証、Journal of Life 

　　Cycle Assessment，Japan  Vol.2 No.3 Jul.2006. 

　　pp281-287

3）Usumi M., Takano M., Nishi T., Sugai H.: 　　　　　

　 Environmental Impact Assessment of Integrated 

　　Information Management System, 2006 　　　　

　　Proceedings of The Seventh International 　　　　

　　Conference on EcoBalance, pp95-98

4） 事例「日立グループにおけるシステム製品のLCAへの取

　　組み」：日本LCAフォーラムニュース　第42号　（2007.2）

　　http://202.214.40.151/lcaforum/forumnews.cfm 

5)　日立ニュースリリース：「主要IT製品の消費電力削減によ

　　り環境問題に取り組む」

　　http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/

　　2007/11/1105.html

6）日立ニュースリリース：「データセンター省電力化推進組

　　織を10月1日付で設置」

　　http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/　　

　　2007/09/0927d.html

7） 並河，平野，田村：日立グループにおける環境適合設計

　　及び環境効率の統合評価ツール開発、エコデザイン　　

　　2004ジャパンシンポジウム論文集，pp.86-87（2004）

8)　ファクターXで見る日立製品と地球環境：

　　http://greenweb.hitachi.co.jp/pdf/

　　facterx07_403p.pdf

9）（社）産業環境管理協会：平成17年度　情報通信技術（ICT）

　　の環境効率評価ガイドライン,(2006), 

　　http://www.jemai.or.jp/japanese/ecoefficiency/　

　　ict.cfm 

図15　SI-LCA評価演習と環境適合設計教育
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三惠工業株式会社

開発部　安田　府佐雄

ＬＣＡ手法を使ったイスの製品開発

1. はじめに

　弊社は創立が1951年8月15日です。本年で57年目を迎え

ております。業種は鋼製家具製造業でイスの製造専門の会社

です。年商は2007年6月期で24億円で、従業員数は75名で

す。場所は緑豊かなフォーミュラ1レースでもおなじみの三重

県の鈴鹿市にあります。関連会社として販売会社のサンケイ、

海外拠点ではタイ国にLEECO　SANKEI　(Thailand)があり

ます。

　私たちは環境に対する指針として RE5　を提唱しております。

　Ｒeduce  ごみをださないこと,消費エネルギーを削減する

こと。

　Ｒeuse　簡単に修理や部品交換が可能な設計にすること,商

品のロングライフ化を図ること。　

  Ｒecycle　使用後のイスが簡単に分解できること,使用素材

ごとに分別ができること。

　Ｒefine　使用する材料や材質をを統一すること、設計時に

再生素材を積極的に使用すること。

　Ｒebuy　購買時にリサイクル品を積極的に買うこと。これ

らを推進することにより人に優しい、環境にやさしい企業で

ありたいと考えます。

2.経緯

　1992年に地球サミット・・リオ宣言が出されました、地

球環境元年とも言える年です。同時期、日本国内ではバブル

の崩壊で原材料が高騰しました。そのうち弊社にとって最も

大きな影響を受けた物は成形合板でした。輸出国の森林伐採

規制や素材ではなく製品での輸出が増えたのが原因です。当

時成形合板はイスの座面の芯として多く使われておりました

ので、弊社はその値上がり具合に喘いでおりました。そんな

さなかに合板に変わる代替部品の基礎研究が始まりました、

当時はまだ一般的ではなかった環境も取りいれようというこ

とでクッション部分の加工研究が始まりました。環境とコス

トダウンを両立させるために選んだ素材はPP (ポリプロピレ

ン)でした。その研究開発の結果私たちは環境対応製品の発売

を1996年に開始しました。但し、当時の日本国内では環境

という言葉さえお客様には理解していただけませんでした、

翌1997年に京都でCOP３が開催されたこと、又、トヨタが

初めてハイブリッド型のプリウスが発売されたことにより、

日本国内は環境問題に取り組んでいかなければならないと目

覚めた時期でした。これにより私たちはさらに環境対応製品

の開発に力を入れました。

3.製品への対応～第一弾　資源循環型チェア～

　1996年に開発した資源循環型チェアの概要は従来の商品

は使い終わった後は廃棄処分されるのが当たり前でした。資

源循環型チェアはその廃棄をやめて再資源化をしてリサイク

ルして利用しようと提案していました。具体的には従来商品

のイスにはフレーム部分に金属を使用しております、イスの

ベースとなる部分です。座る部分の座面と背もたれは芯板に

成形合板を使用し、クッション部分にポリウレタンフォーム、

表皮に塩化ビニールシートやアクリルの布を使用しそれらを

ステープルで固定していました。それに対して資源循環型チ

ェアはフレームは金属でベースになる部分は変わりません。

クッション部分は芯材にポリプロピレンの射出成型品、クッ

ション部はポリプロピレンの発泡体、表皮はポリプロピレン

の布それらはポリオレフィン系のホットメルトで固定されます。

このように同じ系統の素材で作られた部品は使用後回収され

て粉砕機で粉砕され造粒機でペレットにし樹脂部品へと戻さ

れます。イスに生まれたらイスに返すが開発コンセプトです。

さらに実証するために社内に粉砕機と造粒機を導入し、再生

技術の研究も実施いたしました。当時はこれが究極のエコで

あると考えておりました。その一方で環境にやさしい、リサ

イクルできること、が本当にどれくらい環境にやさしいかは

疑問を持ち始めLCAの考え方を知り必要性を認識するように

なり、当時市販されていたLCAのソフトを購入し独学で使い

始めましたが難しくて試用程度で挫折しました。

4.LCA導入へ

　弊社は1999年にISO9001を認証取得し翌2000年には

ISO14001を認証取得しました。その際に環境方針にLCA（ラ

イフサイクルアセスメント）を使用した商品創りをすること

を明示しました。但し当時はLCA手法に沿った評価方法は確

立されたおらずにLCAチェックシートとして運用を開始しま

した。内容は同時期に日本国内で制定された「環境物品等の

調達の推進に関する基本方針」略してグリーン購入法の要求

事項と当時のエコマークの基準もにらみながら中身を決めま

した。但し、あくまでもチェック止まりであり、環境にやさ

しい部分の数値化での評価はできていない状態でした。

奨　励　賞
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5-5　インパクト評価

　地球温暖化影響領域について、IPCC－2001の100年指数

を用いて特性化を実施しました。

　

　インパクト評価結果です。地球温暖化影響を排出源別で見

ると約60％が製造段階における電力が起因していることがわ

かります。又新製品は従来製品に比べて地球温暖化の影響が

27％削減できることがわかります。設計段階でのアルミパイ

プの形状やパイプ薄肉の曲げ加工技術、アルミニュウムの溶

接技術の向上により軽量化が達成できました。

5-6　DfE

　DfEとVOC(お客様の声)を形にすることも設計に取り入れま

した。例えばお客様は「ごみがたまって雑巾だけでは綺麗に

ならない」という声をいただきました。従来品では成型品の

角が鋭角になっており綺麗にするには拭くだけではなく爪楊

枝で角のゴミをとっている状態でした。それを新商品では成

型品の鋭角の部分を極力なくしＲを付けることにより雑巾ひ

と拭きで綺麗にお手入れができます（図7）。

　又、同じく地面との設置面についている滑り止めのネジ穴

にに土が入り込んでしまい屋外で使ったあとに屋内で使うと

砂が落ちて汚したり傷をつけたりしました。新商品はネジ止

めを廃止しはめ込み式に変更しました。これによりネジ穴に

入り込む汚れは無くなりましたしネジも無くすことができま

した（図8）。

　

　その他の部分も実施することにより部品取り付けのネジも

従来の14個から8個減らすことが可能になりました。

6.まとめ

　LCA手法により地球温暖化影響が27％も削減できるという

数値が出ました。これは今まで地球に優しい商品を具体的に

数値で示すことが出来て説得力の有るデータとしてプロモー

ションに活用したり、お客様に積極的に開示することか可能

になります。又LCAとDfEの積極活用で工場では効率のよい

加工技術の向上が見込めます。例えばロット生産からセル生

産への移行によるムダな在庫や仕掛の低減、省エネ等が目で

見える形で効果が上がります。商品は環境影響が低減でき、

図5インベントリ分析結果

図7　形状改良

図6インパクト評価結果

図8　取付改良
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目で見える効果は軽量化、超寿命化が期待できます。お客様

にはグリーンコンシューマのみならず一般のお客様にも知ら

ない間に環境影響の少ない商品を使ったいただけることにな

ります。

　最後に今後ますます私たち企業を取り巻く環境は厳しくな

る方向にあります。ＥＵではRoHS ,REACH,EuP指令と厳し

くなる一方です。社会で求められているのもが変わっていく

時代です。

　弊社はLCA手法を武器にインプットを減らす努力をするこ

とにより、結果として継続的にものづくりができ、持続可能

な社会の実現ができると考えます。

参考文献

1）産業環境管理協会　ライフサイクルアセスメント実施支援

　　ソフトウエア　“JEMAI-LCA　Pro”(2006)

2）100年指数地球温暖化 の特性化係数には“IPCC-　　　

　　100年指数(2001)”　
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エコプロネット代表

三重大学特命学長補佐　加藤　征三

Eco-Pro-Net
～環境付加価値を創造する製品開発支援ネットワーク～

　この度、私ども「環境付加価値を創造する製品開発支援ネ

ットワーク：エコ･プロ･ネット」の「産学官が連携したネッ

トワークで推進するLCAの普及啓発･人材育成活動」が認めら

れ「第4回 ＬＣＡ日本フォーラム奨励賞」というこの上ない

栄をいただきました。お世話になりました関係各位に改めて

心よりお礼申し上げます。今後の責務の重さに身の引き締ま

る思いですが、これを糧により効果的な活動を推進してまい

ります。

　さて、「エコ･プロ･ネット」（http://www.ecopronet.jp/）

は元気な東海地区のものづくりを「環境に良くて当たり前の

ものづくり文化」へのレベルアップを目指して活動が始まり

ました。東海地区は元々ものづくり文化が高揚している土地

柄ですが、10年程前でしょうか、「環境」という切り口から

の経営戦略の底上げが求められ「環境パートナーシップ

CLUB（通称：EPOC）」が設立され活動してきました。企

業経営者の環境意識が高く、環境改善が進んでおり、環境経

営を実践されている企業が多いことがわかりました。また、

サプライチェーン全体にわたって環境技術がかなり蓄積され

ていることもわかりました。

　「愛･地球博」で「環境技術」への関心が一段と高まり、「廃

棄やリサイクルといった川下の対策も大切だが、材料調達と

いった川上の対策がもっと重要ではないか」、という思いが

募ってきました。欧州でもROHS指令などが発動され、その

具体的対応に追われ始めました。その中で「LCAとかDfEと

かの定量的手法を製品に反映させる必要があるようだ」、と

の認識も相当ありました。

　しかし、実践中の企業から「省エネや廃水処理などの環境

対策を積極的に実施しても製品自体の付加価値は上がらない」、

「LCAやDfEで環境適合製品を世に出しても市場が拡がって

いかない」、などの意見が多く寄せられるようになりました。

その一方で海外展開が中心の工業製品にはエコデザイン手法

やエコプロダクツ評価基準のグローバル化と科学的裏付けが

求められ、その勢いは今や中堅･中小企業にも容赦なく押し寄

せています。

　このような埋まりつつある外堀を乗り越えるにはサプライ

チェーン一体となった戦略･戦術が必須であり、とくに主体と

なる中堅･中小企業のエコデザイン力の底上げとエコプロダク

ツの市場創出が急務との認識から、「モノ作りエコデザイン

推進会議」が産学官連携ネットワークとして2004年に設置

されました。そこには「エコデザイン･リーダを図る人材育成」

と「エコデザインの推進を図る普及啓発･交流」の2つのＷＧ

を設けて具体的な教育プログラムの策定や実施、シンポ･セミ

ナー･展示会･WEB発信をそれぞれ行ってきました。この立ち

上げ時期は何かと経産省中部経産局にお世話になって進んで

きましたが、自分たち自身の課題として解決を図るべく自立

化機運が盛り上がり、ワンステップアップの役に立つ自前の

エコデザイン･プラットホームづくりを目指すことになりました。

　これが「エコ･プロ･ネット：環境付加価値を創造する製品

開発支援ネットワーク」（2006年10月スタート）です。名

称には３つのエコ･プロ(Eco -Pro）、すなわち「Eco 

Products: 環境適合製品のものづくり文化を目指します」、

「Eco-Profit: 環境適合製品こそ新たな付加価値と市場を生み、

利益をもたらします」、「Eco-Professional: 推進する環境

スキル人材づくりがかなめです」の3要素を基軸にした有機的

ネットワークを形成させる、という意図が込められています。

活動は中堅･中小企業を対象に、「エコデザインは面白い！」

と「気づき」そして「知る」→「始める」→「活用する」→「拡

める」に至るレベルアップへの支援で、個々のレベルに対応

した企画･行事（毎年シンポ1回、セミナー･講演会4回、研修

会･講習会2回、勉強会･研究会8回程度）を開催しています。

また、個々の企業へのエコデザイン･コンサルも随時対応して

います。会員はこれらに自由に参加できますし、これらの行事･

ニュース･国内外動向などはWEBだけでなくメールマガジンで

も発信されます。会員は現在約300社（中堅･中小企業̃70%）

です。会費無料、会員はエコプロネットの趣旨に賛同する方（企

業）であれば常時募集中で上記URLから登録できます。

　このようなエコプロネットの活動を通しての成果は着実に

挙がっています。例えば、グリーンパフォーマンス高度化事

業等からの開発資金獲得、エコデザインによる製品開発事例

のエコプロダクツ展や環業展での展示、サプライチェーン全

体のエコデザイン力の具体的レベルアップ達成、迅速なエコ

デザイン対応による競合メーカとの差別化確立など、事実、

LCA日本フォーラム表彰を受けたエコプロダクツも生まれ

ています。特筆すべき成果は、「エコデザイン製品事例集」

奨　励　賞
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が57製品について個々の環境配慮ポイントを明確にして体系

化されたことで、その70%近くが中小企業の事例です。

　EuP指令が意図するように「エコデザイン」は今や世界市

場のスタンダードとなり、企業の生死を分けることに成りか

ねません。しかし、エコプロネットの活動を通して明確にわ

かったことは、「まず環境ありきではなく、市場ニーズにマ

ッチした性能と品質とコストそして規制対応を追求するなか

で結果としてエコにつながる」ことが成功の秘訣であり、そ

れには「人づくり」が必須条件である、ということでした。

エコデザインという言葉に気負うことなく、日常的な努力目

標である「売れる製品づくり」への組織的活動がエコデザイ

ンに直結するということのようです。私どものエコプロネッ

ト活動を通して「環境にやさしいものづくりが当たり前」、

そして「モノを作ったら環境が良くなるのが当たり前」とい

う文化づくりに結びつけば、と願っています。
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社団法人日本アルミニウム協会

LCA調査委員会委員長　野村　正義

1.はじめに

　(社)日本アルミニウム協会は、貴重な金属資源であり、国民

の生活に欠かせないアルミ二ウムが、商品のグリーン調達制

度に素材LCI評価が義務化の傾向であることや、素材に対する

LCIデータニーズの高まりの中で、LCAにいち早く着目し、環

境影響の客観的・定量的評価の重要な手法と位置づけて活動

をしていた。1993年6月に、当協会エネルギー環境委員会に

LCA調査委員会を設置し、LCAの概念・手法の習得、製品ご

とのインベントリーデータの収集、製品における製造・使用・

リサイクルでのLCI評価を行い、公表してきた(表1)。本稿で

は2007年9月に公表したスクラップ溶解のインベントリ調査

報告書の概要について述べる。

アルミニウム素材におけるLCIデータベースの
充実とLCA展開活動　

(社)日本アルミ二ウム協会のLCA関連報告

番号 発行年 月 表      題 

1 1998 /6 アルミ二ウム圧延品インベントリデータベースの作成

2 1999 /3 アルミの活用による機械工業の省エネに関する調査研究報告書 缶材

のアルミ二ウム化による省エネルギー  

3 1999 /3 アルミの活用による機械工業の省エネに関する調査研究報告書 鉄道

車両用材料のアルミ二ウム化による省エネルギ ー  

4 2002 /4 350ml アルミ二ウム缶のLCI におけるオープンループリサイクルの評価

5 2002 /11 オープンループリサイクルを考慮した飲料用アルミ二ウム缶のLCI分析

6 2002 /11 自動車材料のアルミ化による CO2削減効果  

7 2002 /11 各種アルミ二ウム展伸材のライフサイクルインベントリ

8 2003 /1 アルミ二ウム圧延品の LCI データの概要 アルミ二ウム板材

9 2003 /1 アルミ二ウムペーストの LCI データの概要 

10 2004 /4 アルミ二ウム箔 の LCI データの概要  

11 2004 /10 アルミ二ウムおよび鋼製の自動車フード とバンパー・レインフォース

メントのライフサイクルインベントリ

12 2004 /10 CO2 排出評価手法を用いて計算した乗用車へのアルミ二ウム使用による

軽量化効果

13 2005 /3 アルミ二ウム合金製水門のライフサイクルコスト算定調査報告書

14 2005 /3 アルミ二ウム新地金および展伸用再生地金のLCIデータの概要

15 2005 /3 自動車アルミ化の理想状態における軽量化効果のLCA 評価

16 2006 /2 各種アルミ二ウム圧延製品のLCI データの概要 アルミ二ウム押出材 

17 2006 /2 アルミ二ウム製品加工のLCI データの概要 カラーアルミおよびカラー

アルミ屋根

18 2006 /11 アルミ軽量乗用車導入のビジネスモデルにおける CO2と経済性の効果

19 2007 /9 スクラップ溶解のインベントリ調査報告書

表1

奨　励　賞
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2.スクラップ溶解のインベントリ調査

1)背景・目的

　当協会では、1998年6月に「アルミ二ウム圧延品インベン

トリデータベースの作成」を行い展伸用アルミ二ウムスクラ

ップ溶解のインベントリについて公表したが、この後の新技

術の導入によるなどの環境変化を考慮して、最新のデータを

もとに、そのインベントリを見直した。

2)方法

　 システム境界

　　アルミ二ウム圧延工場に設置のスクラップ専用溶解炉に

　　よる溶解工程を対象とし、図1の太枠内に示す溶解炉への

　　スクラップ原料装入からスクラップ溶湯までとする。

　 データ収集

　　前回調査と同様な方法により、3社4工場のデータを収集。

　　対象期間は2005年度。

　 インベントリの算出

　　製品1kgあたりのインベントリを加重平均により算出。

　　製品としては、スクラップ溶湯およびスクラップ塊(固め)

　　の合計。

　 バックグラウンドデータ

　　LCIの算出には(社)産業環境管理協会によるLCAソフトウ

　　ェアJEMAI-LCAPro(Ver.2)付属のデータベースを使用。

　　電力は日本国内平均値を用いてLCIを算出。

3.結果

　スクラップ溶解1kgあたりの主要なインベントリを表2に示

す。エネルギーは直接分のみで、発電時のエネルギーは含まず。

　資源採取まで遡及したライフサイクルインベントリを表3に

示す。

図1　スクラップ溶解のシステム境界

エ
ネ
ル
ギ
ー

（　　）
（　　　　　　　）
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項   目  単位  全溶解 炉 誘導炉除 く 備   考  

新地金  

購入スクラップ  

回転屑  

再生塊  

マグネシウム  

マンガン  

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

0 .001  

0 .483  

0 .555  

0 .001  

0 .0011

0.0004

0.001  

 

0 .500

0.542

 

0 .001  

0 .0012

0.0004

塗料等を含む  

投入原材料 (小計 ) k g 1 .042  1 .045  

電力 

A 重油 

B・C 重油 

灯油 

LPG 

都市ガス  

kWh 

L 

L 

L 

kg 

N  

0 .141  

0 .010  

0 .010  

0 .031  

0 .0017  

0 .024  

0 .046  

0 .011  

0 .012  

0 .036  

0 .0020  

0 .028  

 

エネルギー消費(計) M J 3 .63  3 .80  

 

 

 

 

 

 

 

入

 

力

 

 

 

電力  

燃料  

MJ 

M J 

0 .51  

3 .13  

0 .17  

3 .63  

電力 :3.6MJ/kWh

スクラップ溶湯

スクラップ塊(固め) 

kg 

kg 

0 .946  

0 .054  

0 .992  

0 .008  

 

アルミドロス(委託処理)

回収蒸気  

kg 

kg 

0 .034  

0 .044  

0 .032  

0 .035  

 

CO2

NO x

SOx

kg 

kg 

kg 

0 .196  

0 .000059  

0 .000060

0.227  

0 .000069

0.000070

計算値  

計算値  

計算値  

 

 

出

 

力

処理委託廃棄物(産廃) kg 0 .0029  0 .0024  

表3 スクラップ溶解1kgあたりのライフサイクルインベントリ

表2 スクラップ溶解1kgあたりのインベントリ

項   目 単位 全溶解炉 誘導炉除く 

石炭 

原油 

天然ガス 

ウラン(資源) 

ボーキサイト 

アルミスクラップ 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

0.015 

0.051 

0.028 

0.0000012 

0.0052 

1.038 

0.006 

0.059 

0.025 

0.000000004 

0.0059 

1.041 

入

力 

エネルギー MJ 4.80 4.44 

出

力
 

 

CO2 

NOx 

SOx 

kg 

kg 

kg 

0.287 

0.00020 

0.00018 

0.285 

0.00021 

0.00020 
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4.前回調査との比較

　前回調査(1996年度データ)の結果との対比を表4に示す。

　工場におけるエネルギー消費原単位は3.44→3.63MJ/kg

と約6%増加しているが、電力について発電効率を考慮したエ

ネルギーでみると5.54→4.44MJ/kgと約20%の低減となる。

これは、燃焼式溶解炉の増設があったため、相対的に電力が

減少し、燃料が増加していることによる。　

5. ライフサイクルでみた溶解エネルギーについて

スクラップ溶解の直接エネルギーは、上述のとおりであるが、

ライフサイクルエネルギー消費(LCE)および二酸化炭素排出

(LCCO2)は表5に示すように、今回調査ではそれぞれ約15%

および約7%減少している。新地金製造のエネルギー(LCE)は

140.9MJ/kgであり、スクラップ溶解に必要なエネルギーは

新地金の約3.4%となる。

表4　スクラップ溶解のインベントリ({溶湯＋塊} 1kgあたり)

項  目 単位 前回(1996) 今回(2005) 

対象溶解量 kt 113.7 195.4 

投入原材料(小計) kg/kg 1.051 1.042 

電力 

A 重油 

B・C重油 

灯油 

LPG 

都市ガス 

kWh/kg 

L/kg 

L/kg 

L/kg 

kg/kg 

N /kg 

0.360 

0.0285 

0.0067 

0.0186 

 

0.0009 

0.141 

0.0099 

0.0103 

0.0306 

0.00017 

0.0242 

エネルギー消費(計) MJ/kg 3.44(5.54) 3.63(4.44) 

 

 

 

 

入

力 

電力 

燃料 

MJ/kg 

MJ/kg 

1.30(3.39) 

2.14 

0.51(1.30) 

3.13 

スクラップ溶湯 

スクラップ塊(固め) 

アルミドロス 

回収蒸気 

kg/kg 

kg/kg 

kg/kg 

kg/kg 

0.917 

0.083 

0.048 

0.946 

0.054 

0.034 

0.044 

 

 

出

力 

CO2 

NOx 

SOx 

kg/kg 

kg/kg 

kg/kg 

0.157 

0.00002 

0.00020 

0.196 

0.000059 

0.000060 

注)エネルギーにおいて、(　)は電力の発電効率(38.9%)を考慮した値

(　)内の*印は誘導炉を除く値

表 5 スクラップ溶解のLCEおよびLCCO2

項   目  単位  前回 (1996 ) 今回 (2005 ) 

エネルギー (LCE ) M J/k g  5 .70  4 .80  (4 .44 *) 

CO 2(LCCO 2) kg /k g  0 .309  0 .287 (0 .285 *) 
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6.ドロスの評価

　ドロス処理について、前回調査時の投入エネルギーを適用し、

回収メタル量については今回調査した結果をもちいて評価した。

ドロス1kg処理のインベントリを表6に示す。

　このドロス処理による回収メタルを再生塊として評価し考

慮した場合の、スクラップ溶解のインベントリを表7に示す。

　

7.まとめ

前回調査に比べて、燃焼式溶解炉の増加により工場におけ

　　る直接エネルギーは増加するものの、ライフサイクルエ

　　ネルギー消費(LCE)およびライフサイクル二酸化炭素排出

　　(LCCO2)では10～15%前後の低減。リジェネバーナー

　　の採用、燃焼技術の向上等の効果がでている。

スクラップ溶解のエネルギー(LCE)は、新地金製造のLCE

　　に対して、3.4%程度。

　　尚、従来採用されていた新地金のエネルギーは、化学経

　　済研究所1)による地金精錬エネルギー(アルミナ製造と電

　　解精錬)の132MJ/kgであり、副資材および輸送は含ま

　　れていない直接エネルギーである。この値を用いれば、

　　本調査のスクラップ溶解の直接エネルギー3.63MJ/kgは

　　新地金のエネルギーに対して2.8%となる。

8. おわりに

アルミ製造業の今後の目指すべき方向性として、ライフサイ

クル全体を考慮したLCA的な視点での取り組み推進を行い、

特にアルミ製品を通じた利用段階での省エネルギーの優位性

について、研究していく必要がある。また、アルミのリサイ

クルについては、アルミ缶リサイクルが社会によく認知され

浸透しているが、さらに自動車のアルミ製品について、カス

ケードリサイクル(高品位から低品位：展伸材→鋳物・ダイキ

ャスト)している現在のシステムを見直し、品種ごとにリサイ

クルできるシステムを自動車の設計段階で確立し展開してい

くことが大切になってくる。

アルミ二ウムの優れた特性を活かして、サスティナブルな社

会を構築して行くことが資源を海外に頼っているわが国にと

って、将来に向けてますます重要になってくることが予想さ

れる。

1) (社)化学経済研究所：「基礎素材のエネルギー解析調査報

告書」(1993)　

表6  ドロス処理のインベントリ

表7  スクラップ溶解のインベントリ

項 目 単位 原単位 備 考 

アルミドロス kg 1.000 塗料等を含む 

電力 

LPG 

kWh 

kg 

0.253 

0.0065 

前回調査 

 

 

入

力

エネルギー MJ 1.24 電力:3.6MJ/kWh 

回収メタル 

残灰 

kg 

kg 

0.304 

   bal. 

今回調査 

 

 

出

力 CO2 

NOx 

SOx 

kg 

kg 

kg 

0.019 

0.000008 

0.000000 

計算値 

計算値 

計算値 

LCE MJ 2.93 ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

LCCO2 

LCNOx 

LCSOx 

kg 

kg 

kg 

0.126 

0.00006 

0.00002 

 

 

投入量 

 

エネルギー 

(MJ) 

CO2排出 

(kg-CO2) 

備 考 

 

スクラップ溶解 スクラップ 1.0kg 4.80 0.288  

ドロス処理 ドロス 0.034kg 0.099 0.0045  

再生塊(控除) メ タ ル

0.0103kg 

0.049 0.0030 回収メタル相当量 

計  4.85 0.290  
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5.研究の成果

1)半導体業界の標準プロセスを基にした、半導体のLCAソフ

　トウェアーを構築し、WG各社にて自社内のプロセスに適用

　することで、工程改善等による環境負荷の定量化を可能に

　した。

2)半導体のユーザーが、プリント基板上に実装された半導体

　のパッケージタイプとピン数を入力することで、容易に半

　導体デバイスのLCI値を算出することが出来る算出ソフトウ

　ェアーを開発し、JEITAより頒布した。

　http://semicon.jeita.or.jp/committee/

　committee2_4_1.html

3)代表データを、工業会データとしてLCA日本フォーラムへ

　提供した。

6.今後の展開

1)プリント基板上に実装された半導体のLCI値の算出は可能と

　なったが、ユーザーより抵抗、コンデンサー等の他の部品

　等も同時に計算出来るよう要望があり、JEITA部品部会と

　連携して対応を検討する。

2)JEMAI LCA ProなどのLCA算出ツールとの連携。

3)半導体産業のNegative Impactを確認した結果、半導体産

　業(製品)の環境貢献　Positive Impactを評価すべきことに

　気付き、実行中。
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全面的バックアップがあって初めて、JEITAモデルLCAデー
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表1  JEITA LCA WGの構成
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